
 
 
 
 
 
 

 
 

吸収分割に係る事前開示書面 
（会社法第 794 条第１項および会社法施行規則第 192 条に定める書面） 

 
 
 
 

令和３年１月 15 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国保証株式会社 



 
令和３年１月 15 日 

 
吸収分割にかかる事前開示事項 

 
東京都千代田区大手町二丁目１番１号 
全 国 保 証 株 式 会 社 
代 表 取 締 役 社 長  石 川  英 治 

 
当社は、令和２年 12 月 25 日付で SMBC ファイナンスサービス株式会社（以下、

「ＳＭＢＣＦＳ社」といいます）との間で締結した吸収分割契約書に基づき、令和３

年３月１日を効力発生日として、ＳＭＢＣＦＳ社が保有する有担保保証事業にかかる

保証債務、契約上の地位およびこれらに付随する権利義務の一部を当社に承継させる

吸収分割（以下、「本吸収分割」といいます）を行うことといたします。 
本吸収分割に関して開示すべき事項は、下記のとおりです。 

 
記 

 
１．吸収分割契約書の内容（会社法第 794 条第１項） 

  別紙１記載のとおりです。 
 
２．本吸収分割の対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 192 条第１号） 
   当社は、本吸収分割に際して、現金１円をＳＭＢＣＦＳ社へ交付することとい

たしました。 
   上記の事項は、承継する保証債務の時価相当額を鑑み事業価値を算定した結果

をもとに、両社の協議・交渉の上決定いたしました。 
 
３．吸収分割会社に関する事項（会社法施行規則第 192 条第４号） 
  （１）吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 
     別紙２記載のとおりです。 
  （２）吸収分割会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
     該当事項はありません。 
 
 



４．吸収分割承継会社に関する事項（会社法施行規則第 192 条第６号） 
   当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
   該当事項はありません。 
 
５．債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 192 条第７号） 
   当社は、本吸収分割の効力発生日以降に弁済期が到来する債務について、その

履行を担保するのに足りる資産を有しており、債務履行に問題はないものと判断

しております。 
 

以上 



                                   

吸収分割契約書 
 

SMBC ファイナンスサービス株式会社（以下「甲」という。）と全国保証株式会社（以下

「乙」という。）は、第 1 条に定める事業に関して甲が有する権利義務等を乙に承継させる

吸収分割（以下「本件吸収分割」という。）に関し、以下のとおり吸収分割契約（以下「本

契約」という。）を締結する。 

 

第 1 条 （吸収分割） 

甲は、本契約の定めるところに従い、効力発生日（第 5 条において定義する。）をもっ

て、甲の有担保保証事業のうち、下記金融機関（以下総称して「本件金融機関」とい

う。）の有する債権を対象とする有担保保証事業（以下「本件対象事業」という。）に

関して甲が有する第 3 条第 1 項所定の権利義務等を乙に承継させ、乙は、これを承継

する。 

記 

（1） 株式会社山口銀行 

（2） 株式会社北九州銀行 
（3） 株式会社西日本シティ銀行 
 

第 2 条 （商号・住所） 

本件吸収分割の吸収分割会社である甲及び吸収分割承継会社である乙の商号及び住所

は、それぞれ以下のとおりである。 

（1）  甲（吸収分割会社） 

商号 SMBC ファイナンスサービス株式会社 

住所 愛知県名古屋市中区丸の内三丁目 23 番 20 号 

（2）  乙（吸収分割承継会社） 

商号 全国保証株式会社 

住所 東京都千代田区大手町二丁目 1 番 1 号 

 

第 3 条 （承継する権利義務） 

1. 乙は、本件吸収分割の効力発生日をもって、甲から、別紙「承継する資産・債務、権

利・義務の明細」に記載の、本件対象事業に関する資産、債務その他の権利義務及び

契約上の地位を承継する。詳細については、甲乙別途合意のうえ定める。 

2. 甲から乙に対する債務の承継は、免責的債務引受の方法による。 

3. 乙が、第 1 項の規定に基づき乙が承継する債務以外の甲の債務につき、弁済又はその

別紙１



他の負担をしたときは、甲は、かかる債務の弁済又は負担の全額について乙からの求

償に応じる。また、甲が、第 1 項に基づき乙が承継する債務につき、弁済又はその他

の負担をしたときは、乙は、かかる債務の弁済又は負担の全額について甲からの求償

に応じる。 

4. 甲は、第 1 項に基づく乙による権利義務及び契約上の地位の承継に関し、登記、登録、

通知、承諾その他一定の手続を必要とするもの又はこれらを対抗要件とするものであ

って、かつ、甲がかかる手続の一部又は全部を行わなければならないものについて、

乙に協力して遅滞なくかかる手続を行う。 

 

第 4 条 （分割に際して交付する金銭等） 

  乙は、本件吸収分割に際し、乙が前条第 1 項に基づき承継する権利義務及び契約上の

地位の対価として、甲に対し金 1 円を交付する。 

 

第 5 条 （効力発生日） 

本件吸収分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、令和 3 年 3 月

1 日とする。 

 

第 6 条 （本契約の承認手続） 

1. 甲は、効力発生日の前日までに取締役会を開催し、本契約及び本件吸収分割に必要な

事項に関して取締役会の承認を得るものとする。 

2. 乙は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、会社法第 795 条第 1 項に定める株主総

会の承認を得ずして本件会社分割を行うものとする。 

3. 本条各項に規定する承認手続は、分割手続の進行上の必要性その他の事由により、甲

乙協議の上これを変更することができる。 

 

第 7 条 （競業避止義務の不存在） 

甲及び乙は、本件対象事業及びこれに類似する事業について、甲が会社法第 21 条に定

める競業避止義務を負わないことを合意する。 

 

第 8 条 （会社財産の管理等） 

本契約締結後、効力発生日までの期間、甲は、善良なる管理者の注意をもって本件対

象事業に係る業務の執行及び財産の管理をするものとし、本契約に重大な影響を及ぼ

す事項を行おうとするときは、あらかじめ乙と協議するものとする。 

 

第 9 条 （本契約の変更） 

本契約締結の日から効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、   



本件対象事業又は本件対象事業に関する債務その他の権利義務及び契約上の地位に重

大な変動が生じたときは、甲及び乙は、協議の上、本契約に定める分割の条件を変更

し、又は本契約を解除することができる。 

 

第 10 条 （本契約の効力） 

本契約は、甲の取締役会における承認及び法令に基づき要求される監督官庁等の承   

認を得られないときは、その効力を失う。 

 

第 11 条 （費用） 

甲及び乙は、本契約に別途規定するものを除き、本契約の締結及び履行に係る一切   

の費用を各自負担するものとする。 

 

第 12 条 （承継対象外の債務にかかる乙の協力） 

甲は、別紙「承継する資産・債務、権利・義務の明細」第２項「承継する保証債務」た

だし書き記載の承継対象外の債務について、本件金融機関等からの甲に対する訴訟提訴

等、本件吸収分割に際して乙に対して提供する同第３項「承継する契約上の地位」記載

の契約書の貸与を受ける必要性が生じた場合、乙の書面による承諾を得たうえで、乙か

ら当該契約書の貸与を受けることができる。なお、この場合、乙は合意的な理由なく、

甲からの当該契約書の貸与の要請に関する承諾を拒絶してはならない。 

 

第 13 条 （協議事項） 

本契約に定める事項の他、本件吸収分割に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、   

甲及び乙が協議の上定める。 

 

第 14 条 （準拠法及び合意管轄） 

1. 本契約は、日本法を準拠法とし、かつ、これに従い解釈されるものとする。 

2. 甲及び乙は、本契約に関連する紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的 

合意管轄裁判所とすることに合意する。 

 

[以下余白] 



本契約締結の証として本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各 1 通を保有する。 

 

令和 2 年 12 月 25 日 

 

 

（甲） 愛知県名古屋市中区丸の内三丁目 23 番 20 号 

SMBC ファイナンスサービス株式会社 

代表取締役社長 小野 直樹  

 

 

（乙） 東京都千代田区大手町二丁目 1 番 1 号 

全国保証株式会社 

代表取締役社長 石川 英治 

  



別紙 

承継する資産・債務、権利・義務の明細 

 

1 承継する資産（※） 

   現 金 110,000,000 円 

 

2 承継する保証債務（※） 

「3 承継する契約上の地位」に記載の契約に基づく甲の保証債務、保証委託債務。 

  

金 5,012,267,198 円（令和 2 年 9 月 30 日時点の残高）   

 

※ 法律上の原因を問わず、効力発生日において発生している簿外債務及び偶発債務

並びに効力発生日の前日までの原因に基づき効力発生日後に発生する簿外債務

及び偶発債務は承継しない。 

※ 上記金額は本契約締結日における概算額であり、具体的な金額等については、効

力発生日までの増減を加味した上で、甲乙間で別途定める。 

 

ただし、下記の各場合における当該保証債務は承継対象外とする。 
記 

(1) 令和 3 年 2 月 28 日までに、保証債務の主債務（以下当該主債務に対応する債権

を「本件ローン債権」という。）が完済された場合。 
(2) 令和 3 年 2 月 28 日までに、本件ローン債権について令和 3 年 3 月 1 日以降の甲

による本件金融機関への代位弁済が確定している場合。 
(3) 令和 3 年 3 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日まで、本件ローン債権の約定完済日が

到来する場合。 

(4) 令和 3 年 2 月 28 日までに、保証債務を担保するための担保権が抹消されている

場合。 
(5) 上記以外に、令和 3 年 2 月 28 日までに、甲、乙及び本件金融機関が承継対象外

とすることを合意した場合。 
 

3 承継する契約上の地位 

甲と本件金融機関との間の下記契約書に基づく甲の契約上の地位 

記 
（1） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 11 年 4 月 12 日付「住宅ロー

ン保証に関する基本契約書」 

（2） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 13 年 3 月 21 日付「変更契



約書」 

（3） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 14 年 2 月 1 日付「覚書」 

（4） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 14 年 2 月 1 日付「変更契約書」 

（5） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 14 年 4 月 1 日付「覚書」 

（6） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 14 年 10 月 1 日付「覚書」 

（7） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 15 年 4 月 1 日付「覚書」 

（8） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 15 年 4 月 1 日付「覚書」 

（9） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 15 年 6 月 5 日付「覚書」 

（10） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 16 年 4 月 1 日付「覚書」 

（11） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 16 年 5 月 6 日付「変更契約書」 

（12） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 16 年 5 月 6 日付「変更契約書」 

（13） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 17 年 12 月 27 日付「合意解約書」 

（14） 株式会社山口銀行との間で締結された平成 19 年 1 月 4 日付「覚書」 

（15） 株式会社北九州銀行との間で締結された平成 23 年 10 月 1 日付「覚書（住宅ロ

ーン）」 

（16） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された昭和 62 年 7 月 1 日付「住

宅ローン保証に関する基本契約書」 

（17） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された昭和 62 年 7 月 1 日付「住

宅ローン保証に関する追加覚書」 

（18） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された昭和 62 年 9 月 1 日付「住

宅ローン保証に関する変更契約書」 

（19） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された昭和 62 年 11 月 27 日付

「住宅ローン保証に関する追加覚書」 

（20） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成元年 3 月 30 日付「覚

書」 

（21） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 3 年 7 月 19 日付「覚

書」 

（22） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 5 年 2 月 25 日付「住

宅ローン保証に関する変更覚書」 

（23） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 7 年 2 月 16 日付「覚

書」 

（24） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 7 年 2 月 16 日付「覚

書」 

（25） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 8 年 10 月 18 日付

「不動産購入ローン保証に関する基本契約書」 

（26） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 9 年 9 月 9 日付「覚



書」 

（27） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 9 年 11 月 17 日付

「覚書」 

（28） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 10 年 10 月 1 日付

「覚書」 

（29） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 11 年 3 月 11 日付

「覚書」 

（30） 西日本シティ銀行（旧西日本銀行）との間で締結された平成 13 年 1 月 4 日付「覚

書」 

（31） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 8 年 2 月 6 日

付「不動産購入ローン保証に関する基本契約書」 

（32） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 8 年 9 月 26 日

付「覚書」 

（33） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 9 年 7 月 7 日

付「覚書」 

（34） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 9 年 8 月 19 日

付「覚書」 

（35） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 9 年 11 月 11
日付「覚書」 

（36） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 10 年 3 月 20
日付「覚書」 

（37） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 10 年 7 月 14
日付「覚書」 

（38） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 10 年 7 月 28
日付「覚書」 

（39） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された 平成 11 年 3 月 1
日付「覚書」 

（40） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 11 年 3 月 1 日

付「覚書」 

（41） 西日本シティ銀行（旧福岡シティ銀行）との間で締結された平成 16 年 9 月 30
日付「覚書」 

（42） 西日本シティ銀行との間で締結された平成 17 年 12 月 20 日付「不動産購入ロー

ン保証に関する基本契約書」合意解約証書（平成 8 年 2 月 6 日同基本契約書（旧

福岡シティ銀行）について） 

（43） 西日本シティ銀行との間で締結された平成 17 年 12 月 20 日付「不動産購入ロー

ン保証に関する基本契約書」合意解約証書（平成 8 年 10 月 18 日同基本契約書



（旧西日本銀行）について） 

以上 
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